
　県内の市町村、一部事務組合等が経営する公営企業の平成２６年度決算の概要

は、次のとおりです。

　１　平成２６年度決算のポイント

○

○

○

○

○

　
　２　事業数

　３　決算規模

　地方公営企業会計基準の見直し※後、最初の適用事業年度の決算。

　　事業数は前年度から１事業増加※して４１７事業で、このうち、地方公営企業法を適用

　している事業（法適用事業）が１３４事業、同法を適用していない事業（法非適用事業）

　が２８３事業となっています。

　　また、事業別では、水道事業が９３事業、下水道事業が１８４事業、介護サービス事業

　が５３事業となっており、この３事業で７９．１％と、大半を占めています。

　　地方公営企業会計基準の見直しに伴い、特別損失（退職給付引当金計上不足額等）の

　計上等に伴う総費用の増加等により、規模が拡大しています。

　　決算規模は２，９９５億２，２００万円で、前年度から２７３億７，８００万円

　（１０．１％）増加しました。

　　事業別では、前年度と比べて病院事業で２１５億１，６００万円（２２．３％）

　下水道事業で３０億１，８００万円（３．１％）、水道事業で２７億５，７００万円

　（５．４％）増加しました。

  企業債残高は９，５５３億３，３００万円で、前年度比４．１％の減少。
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　決算規模は２，９９５億２，２００万円で、前年度比１０．１％の増加。

　総収支は８億９，１００万円の黒字で、前年度比８９．１％の減少。

　　 平成２６年度長野県内市町村等が経営する公営企業の決算の

　　 状況についてお知らせします

　　※　事業数異動の内訳
　　　　電気事業１増、下水道事業１減、観光施設事業２減、駐車場整備事業１減、介護サービス事業５増、
　　　　その他事業１減

　　※　地方公営企業会計基準の見直し
　　　　趣　　旨：民間の企業会計基準との整合を図り、相互の比較分析を容易にする。
　　　　対象事業：法適用事業（平成２６年度予算・決算から適用）
　　　　主な内容：任意とされていた引当金（退職給付引当金等）の計上義務化
　　　　　　　　　補助金等により取得した固定資産の償却制度等の変更　等

　他会計からの繰入金は６２６億８，４００万円で、前年度比０．２％の増加。

-１-



　４　経営状況

　  公営企業全体の総収支は８億９，１００万円の黒字で、前年度に比べ７３億５００万円

  （８９．１％）の減少となりました。また、黒字事業は３７６事業で全体の９０．２％

  を占めています。

　　事業別では、下水道事業が６９億２，４００万円、次いで水道事業が５０億２，５００

　万円の黒字となっているものの、病院事業は１２３億５，２００万円の赤字となっていま

　す。病院事業では、地方公営企業会計基準の見直しに伴い、特別損失（退職給付引当金計

  上不足額等）の計上等に伴う総費用の増加が大きく、赤字になっています。

収支及び黒字事業数の割合の推移
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※ 決算規模の算出方法 
  法適用事業  ： 総費用－減価償却費－土地売却原価＋資本的支出 
  法非適用事業 ： 総費用＋資本的支出＋積立金＋前年度繰上充用金 
 
※ （ ）は公的資金補償金免除繰上償還（国の臨時特例措置として、将来の財政見通しを立て、 
  行財政改革を行う地方公共団体については、過去に借り入れた高金利の地方債の一部につ 
  いて、補償金なしで繰上償還ができる制度。平成19～24年度に実施）の額を除いた額。 

※ 収支の算出方法 
  法適用事業  ： 総収益から総費用を差し引いた額 
  法非適用事業 ： 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額 

事業数及び決算規模の推移
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　５　他会計からの繰入金

　６　企業債残高

　　企業債残高は９，５５３億３，３００万円で、前年度に比べて４０３億４，２００万

　円（４．１％）減少しました。

　　事業別では、下水道事業が３４２億２，８００万円（４．５％）、水道事業が７０億

　３，５００万円（４．４％）の減少となっています。病院事業は３０億７，７００万円

　（４．８％）の増加となっています。

　　一般会計等の他会計からの繰入金は６２６億８，４００万円で、前年度に比べて

　１億２００万円（０．２％）の増加となっています。

　　事業別では、下水道事業が４２１億６，０００万円と全体の６７．３％を占めており、

　次いで病院事業が１２５億３，１００万円、水道事業が４７億９，６００万円となって

　おり、一般会計に大きな影響を与えています。
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しあわせ信州創造プラン（長野県総合５か年計画）推進中 

 企画振興部市町村課財政係 
 課 長 堀内 昭英 

 担 当 矢澤 圭、宮脇 諭、山田 幸代 
 電 話 026-235-7065（直通） 

     026-232-0111（代表） 内線2134 
 ＦＡＸ 026-232-2557 
 E-mail s-zaisei1@pref.nagano.lg.jp 

◆◇「オール信州」宣言 ◇◆ 

私たちは「長野県人口定着・ 

確かな暮らし実現総合戦略」の 

実現に取り組んでいます。 
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○ 参考資料１　事業別決算の状況

○ 参考資料２　事業数、決算規模、純損益・実質収支、黒字事業数の推移

　　　　（最近１０か年度）

〈参考資料〉

　　　　 内訳１　法適用企業の状況

　　　　 内訳２　法非適用企業の状況



○　事業数

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 93 1 2 17 184 4 1 37 12 10 53 3 417

平成２５年度　（Ｂ） 93 1 1 17 185 4 1 39 12 11 48 4 416

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 0 0 1 0 △ 1 0 0 △ 2 0 △ 1 5 △ 1 1

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 0.0 0.0 100.0 0.0 △ 0.5 0.0 0.0 △ 5.1 0.0 △ 9.1 10.4 △ 25.0 0.2

○　決算規模　（単位：億円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 534.63 0.43 6.50 1,179.90 1,018.48 7.21 1.35 49.99 14.75 18.71 160.88 2.40 2,995.22

平成２５年度　（Ｂ） 507.06 0.45 3.39 964.74 988.29 7.34 1.31 50.33 14.40 12.14 168.00 3.99 2,721.45

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 27.57 △ 0.02 3.11 215.16 30.18 △ 0.13 0.04 △ 0.34 0.35 6.57 △ 7.12 △ 1.59 273.78

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 5.4 △ 5.4 91.9 22.3 3.1 △ 1.8 2.9 △ 0.7 2.5 54.1 △ 4.2 △ 39.8 10.1

○　収支　（単位：億円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 50.25 0.13 0.12 △ 123.52 69.24 0.13 0.00 0.02 4.27 0.50 7.57 0.20 8.91

平成２５年度　（Ｂ） 39.83 0.12 0.00 △ 2.53 35.90 0.10 0.00 △ 2.58 5.36 0.43 5.17 0.16 81.97

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 10.42 0.01 0.12 △ 120.99 33.34 0.04 △ 0.00 2.59 △ 1.09 0.07 2.40 0.03 △ 73.05

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 26.2 7.6 0.0 △ 4,786.9 92.9 38.6 △ 0.3 100.6 △ 20.3 16.4 46.5 21.0 △ 89.1

○　他会計からの繰入金　（単位：億円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 47.96 0.00 1.87 125.31 421.60 1.90 0.85 10.07 3.10 3.69 10.33 0.17 626.84

平成２５年度　（Ｂ） 54.03 0.00 0.00 119.11 423.27 2.10 0.83 8.60 4.14 2.55 10.42 0.78 625.83

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 6.07 0.00 1.87 6.19 △ 1.67 △ 0.20 0.02 1.47 △ 1.04 1.15 △ 0.09 △ 0.61 1.02

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 11.2 0.0 － 5.2 △ 0.4 △ 9.5 2.3 17.1 △ 25.1 45.1 △ 0.8 △ 78.6 0.2

○　企業債残高　（単位：億円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 1,522.90 0.00 0.00 677.09 7,200.31 1.62 1.39 34.15 33.27 18.45 64.14 0.00 9,553.33

平成２５年度　（Ｂ） 1,593.25 0.00 0.00 646.32 7,542.59 3.66 1.65 35.52 39.05 16.90 77.79 0.00 9,956.75

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 70.35 0.00 0.00 30.77 △ 342.28 △ 2.03 △ 0.26 △ 1.37 △ 5.78 1.54 △ 13.65 0.00 △ 403.42

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 4.4 － － 4.8 △ 4.5 △ 55.6 △ 15.6 △ 3.9 △ 14.8 9.1 △ 17.6 － △ 4.1

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。
　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

参考資料１ 事業別決算の状況 



○　事業数

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 49 1 17 55 7 2 3 134

平成２５年度　（Ｂ） 48 1 17 50 8 2 4 130

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 1 0 0 5 △ 1 0 △ 1 4

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 2.1 0.0 0.0 10.0 △ 12.5 0.0 △ 25.0 3.1

○　決算規模　（単位：億円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 476.10 0.43 1,179.90 687.40 17.72 5.65 2.40 2,369.60

平成２５年度　（Ｂ） 443.75 0.45 964.74 638.29 18.60 5.58 3.99 2,075.40

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 32.35 △ 0.02 215.16 49.11 △ 0.88 0.07 △ 1.59 294.20

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 7.3 △ 5.4 22.3 7.7 △ 4.7 1.3 △ 39.8 14.2

○　純損益　（単位：億円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 48.30 0.13 △ 123.52 60.03 △ 1.45 0.10 0.20 △ 16.20

平成２５年度　（Ｂ） 37.78 0.12 △ 2.53 26.05 △ 3.93 1.22 0.16 58.88

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 10.52 0.01 △ 120.99 33.98 2.48 △ 1.12 0.03 △ 75.09

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 27.8 7.6 △ 4,786.9 130.5 63.1 △ 91.5 21.0 △ 127.5

○　他会計からの繰入金　（単位：億円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 26.20 0.00 125.31 247.88 1.80 2.00 0.17 403.35

平成２５年度　（Ｂ） 29.26 0.00 119.11 241.61 1.05 0.00 0.78 391.81

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 3.05 0.00 6.19 6.27 0.75 2.00 △ 0.61 11.54

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 10.4 0.0 5.2 2.6 71.2 100.0 △ 78.6 2.9

○　企業債残高　（単位：億円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 その他 合計

平成２６年度　（Ａ） 1,276.39 0.00 677.09 4,738.59 16.57 0.00 0.00 6,708.64

平成２５年度　（Ｂ） 1,327.44 0.00 646.32 4,809.40 17.48 0.00 0.00 6,800.65

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 51.06 0.00 30.77 △ 70.81 △ 0.91 0.00 0.00 △ 92.01

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 3.8 － 4.8 △ 1.5 △ 5.2 － － △ 1.4

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。

　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

内訳１ 法適用企業の状況 



○　事業数

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２６年度　（Ａ） 44 2 129 4 1 30 10 10 53 283

平成２５年度　（Ｂ） 45 1 135 4 1 31 10 11 48 286

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 1 1 △ 6 0 0 △ 1 0 △ 1 5 △ 3

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 2.2 100.0 △ 4.4 0.0 0.0 △ 3.2 0.0 △ 9.1 10.4 △ 1.0

○　決算規模　（単位：億円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２６年度　（Ａ） 58.53 6.50 331.08 7.21 1.35 32.27 9.10 18.71 160.88 625.63

平成２５年度　（Ｂ） 63.31 3.39 350.01 7.34 1.31 31.73 8.82 12.14 168.00 646.05

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 4.78 3.11 △ 18.93 △ 0.13 0.04 0.54 0.28 6.57 △ 7.12 △ 20.42

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 7.5 91.9 △ 5.4 △ 1.8 2.9 1.7 3.2 54.1 △ 4.2 △ 3.2

○　実質収支　（単位：億円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２６年度　（Ａ） 1.95 0.12 9.21 0.13 0.00 1.47 4.17 0.50 7.57 25.12

平成２５年度　（Ｂ） 2.04 0.00 9.85 0.10 0.00 1.36 4.14 0.43 5.17 23.08

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 0.09 0.12 △ 0.64 0.04 △ 0.00 0.11 0.03 0.07 2.40 2.03

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 4.6 － △ 6.5 38.6 △ 0.3 8.1 0.7 16.4 46.5 8.8

○　他会計からの繰入金　（単位：億円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２６年度　（Ａ） 21.76 1.87 173.72 1.90 0.85 8.27 1.10 3.69 10.33 223.49

平成２５年度　（Ｂ） 24.78 0.00 181.66 2.10 0.83 7.55 4.14 2.55 10.42 234.02

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 3.02 1.87 △ 7.94 △ 0.20 0.02 0.72 △ 3.04 1.15 △ 0.09 △ 10.53

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 12.2 － △ 4.4 △ 9.5 2.3 9.6 △ 73.4 45.1 △ 0.8 △ 4.5

○　企業債残高　（単位：億円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２６年度　（Ａ） 246.52 0.00 2,461.72 1.62 1.39 17.58 33.27 18.45 64.14 2,844.69

平成２５年度　（Ｂ） 265.81 0.00 2,733.19 3.66 1.65 18.04 39.05 16.90 77.79 3,156.10

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 19.29 0.00 △ 271.47 △ 2.03 △ 0.26 △ 0.46 △ 5.78 1.54 △ 13.65 △ 311.41

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 7.3 0.0 △ 9.9 △ 55.6 △ 15.6 △ 2.6 △ 14.8 9.1 △ 17.6 △ 9.9

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。

　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。

内訳２ 法非適用企業の状況 



増減率
（％）

増減率
（％）

 うちＡＡＡ
 純利益の
 生じたもの

増減率
（％）

うちＡＡＡ
実質黒字の
生じたもの

増減率
（％）

Ｂ＋Ｃ＝

全事業数に
占める割合
（％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ／Ａ

平成１７年度 436 △ 14.2 3,104.37 △ 2.3 106 76 △ 1.45 △ 93.3 330 322 28.12 △ 4.6 398 91.3

平成１８年度 442 1.4 3,037.59 △ 2.2 107 71 △ 4.79 △ 230.3 335 328 18.17 △ 35.4 399 90.3

平成１９年度 436 △ 1.4 3,273.61 7.8 115 72 △ 39.78 △ 730.5 321 319 39.35 116.6 391 89.7

平成２０年度 430 △ 1.4 3,291.19 0.5 121 78 △ 22.56 43.3 309 306 29.09 △ 26.1 384 89.3

平成２１年度 417 △ 3.0 3,055.16 △ 7.2 123 84 7.98 135.4 294 293 27.27 △ 6.3 377 90.4

平成２２年度 421 1.0 2,714.47 △ 11.2 124 89 47.56 496.3 297 295 24.40 △ 10.5 384 91.2

平成２３年度 420 △ 0.2 2,721.95 0.3 123 95 65.73 38.2 297 297 29.70 21.7 392 93.3

平成２４年度 417 △ 0.7 2,767.57 1.7 128 95 67.65 2.9 289 289 27.68 △ 6.8 384 92.1

平成２５年度 416 △ 0.2 2,721.45 △ 1.7 130 90 58.88 △ 13.0 286 283 23.08 △ 16.6 373 89.7

平成２６年度 417 0.2 2,995.22 10.1 134 96 △ 16.20 △ 127.5 283 280 25.12 8.8 376 90.2

※ １　「うち純利益の生じたもの」には、純損益が０の事業を含む。

　 ２　「うち実質黒字の生じたもの」には、実質収支が０の事業を含む。

純損益（億円） 事　業　数 実質収支（億円） 黒字事業数

事　業　数 決算規模（億円）

法 適 用 企 業 法 非 適 用 企 業 合　　計

事　業　数

参考資料２ 事業数、決算規模、純損益・実質収支、黒字事業数の推移 （最近１０か年度） 


